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１ はじめに 
  公証役場は、公証⼈法に基づき、全国約３００か

所に設置されています（ちなみに、⼭⼝県では、⼭

⼝市、周南市、萩市、岩国市、下関市、宇部市の６

か所に設置されています）。皆様の中には公証⼈に

公正証書を作成してもらったり、定款の認証をして

もらったり、といったことで公証役場を利⽤したこ

とがある⽅もおられると思います。そこで、今回の

ニュースレターでは「公証⼈は何をしてくれるの

か」をテーマに簡単にお伝えしようと思います。 

 

  公証⼈が⾏う業務は⼤きく分けると、 

 ① 公正証書を作成すること 

 ② 各種認証を与えること 

  の２つになります（厳密には他にもありますが、

ここでは省略します）。 

 

２ 公正証書の作成 
（１）公正証書は、当事者間での任意の合意が成⽴し

た場合などに、合意内容・時期等を公に証するた

めに作成されます。この公正証書は、第三者であ

る公証⼈が関与して作成されますので、作成すれ

ば、（単なる合意にとどまるときよりも）当事者

に合意内容の履⾏を⼼理的に促す効果がありま

す。そのため、将来の紛争防⽌に資することが期

待できるわけです。ただ、現実的には、“単なる

合意”に⾦銭を⽀払い、時間や⼿間を費やしてま 
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 で公正証書を作成することはあまりないかもしれま

せん。 

（２）もっとも、⼀定の⾏為を⾏う場合には、公正証

書の形式によるべきことが法律上求められています

（公正証書遺⾔、任意後⾒契約、事業⽤定期借地契

約などが代表でしょうか）。その場合には公正証書

を作成せざるを得ません。 

  また、公正証書を作成することで当事者の⼀⽅に

有利な効果が発⽣する場合もあります（例えば、⾦

銭の⽀払いを求める場合に相⼿⽅との間で公正証書

を作成しておくと、相⼿⽅が⽀払わなかった場合、

すぐに強制執⾏に移⾏することができます）。この

場合にも公正証書を作成しておくとよいでしょう。 

 

３ 各種認証 
  公証⼈が与えてくれる認証には、①私署証書の認

証、②宣誓認証、③定款認証などがあります。紙幅

の関係上、ここでは紹介するだけにとどめます。 

 

４ 終わりに 

  公正証書に関して⾔えば、事案の内容、相⼿⽅の

状況等によって、公正証書を作成すべき場合と作成

しなくてもいい場合があります。その⾒極めには極

めて専⾨的な判断が要求されますので、お悩みの際

には当事務所までご相談いただければと思います。 
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